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令和２年度 社会福祉法人池田市社会福祉協議会 事業計画

１． 基本方針
昨年 12 月に厚生労働省において「地域共生に向けた包括的支援と多

様な参加・協働に関する検討会」の結果がとりまとめられました。その

中で、市町村における包括的な支援体制の整備としては、「断らない相談

支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」の３つの支援を一体的に

行う、新たな事業を創設すべきであるということと、新たな事業の意義

は、地域住民や関係機関等が議論を行い、考え方などを共有するプロセ

ス自体にあることなどが示されました。これにより、改正社会福祉法に

うたわれた 2020 年代初頭の「地域共生社会」の全面展開の方向性が明

確になりました。

本会では、池田市からモデル事業を受託し、「地域共生社会の実現に向

けた包括的支援体制構築事業」に取り組んできましたが、この取り組み

は、地域の方々の考え方の変革を伴う、「新たな福祉文化」をつくってい

くという壮大なものであり、地域性にあわせた創意工夫と、丁寧な段階

を踏んだ取り組みが必要であると実感しております。これまでの１つ１

つの活動・事業を包括した総合力で関係機関・団体と連携し、腰を据え

て取り組んでいかなければなりません。

令和２年度は、第４次地域福祉活動推進計画（ｉ－プラン）の実施４

年目となっており、計画を踏まえながら地域住民、行政や関係機関・団

体と協働し、これまでの地域福祉活動と、池田市からの受託事業なども

併せて、「地域共生社会」実現向けて取り組みをすすめます。

また、障がい者地域生活支援センター、居宅介護支援事業所、地域包

括支援センター、ＣＳＷ等が連携し、池田市社協として、全世代の市民

の相談に総合的に対応し、個別支援から地域支援へと切れ目ない支援体

制を充実させていきます。

そして引き続き、地域福祉事業と在宅福祉事業を２本柱に、乳幼児か

ら高齢者・障がい者、その他幅広い市民のニーズに応えられるよう、質

の高いサービスの提供と組織体制の強化へ努めてまいります。
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２．重点目標

◎ 「地域共生社会」実現に向けた各事業の包括的取り組みの推進

◎ 第４次池田市地域福祉活動推進計画の推進

◎ 小地域ネットワーク活動の活性化と関係団体との連携

◎ 障がい者地域生活支援センター「ひだまり」の円滑な運営

◎ 良質な在宅福祉サービスの提供と事業経営の効率化

◎ 経営基盤の安定と活動財源の確保

◎ 地域福祉の情報発信基地としての保健福祉総合センター体制整備

３．地域福祉事業

１）地区福祉委員会活動の推進

地区福祉委員会は、概ね小学校区単位に組織され、｢福祉のまちづく

り｣のための様々な事業活動をより身近な地域単位で実践していきま

す。そして、地区福祉委員会が中心となって、小地域ネットワーク活

動を展開し、支援が必要な人が地域で孤立することなく、安心して生

活できるよう、住民と関係者が連携して見守り・援助活動を進めます。

①地区福祉委員会活動の強化

・ 地区福祉委員長会議の開催（年６回）

   ・ 広報啓発活動の充実（各地区広報紙１回以上発行など）

   ・ 地区福祉委員研修会・交流会(１回)

②小地域ネットワーク活動事業

   ・ ふれあいサロン・子育てサロン等の全地区での定期的開催

・ おしゃべりサロンの充実

・ 身近な地域での多様なつながりづくりの場の普及・推進

   ・ 見守り声かけ活動等個別援助活動の全地区での実施

   ・ 「小ネットかわら版」、「サロン活動一覧 MAP」の発行（各１回）

   ・ 小地域ネットワーク活動に関する研修会の開催（１回）

   ・ 小地域ネットワーク活動推進委員会の開催(１回)
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２）ボランティアセンター事業

ボランテイア活動に関心のある方、活動をはじめてみたい方、ボラ

ンテイアの援助を必要とする方などの相談とボランテイアの育成、活

動支援を行います。

① ボランテイアコーデイネート

  ② 登録ボランティアグループ・個人ボランテイア・ボランテイア連絡

会への支援

・ 活動相談 ・ 会場・備品貸出 ・表彰推薦

・ 個人・登録ボランティア交流会の開催

  ③ 各種ボランテイア講座の開催

・ 手話（入門・基礎）・要約筆記・音訳ボランティア講座

    ・ ボランテイアきっかけ講座

    ・ ボランテイアステップアップ講座

    ・ 新たなボランテイア発掘のための講座実施

  ④ 広報啓発活動

    ・ センター情報紙「ふれあい」の発行（年３回、市内全戸配布）

    ・ センターホームページによる情報提供と広報活動

    ・ 電子メールなどによるボランテイア情報の提供

  ⑤ 施設への支援

    ・ ボランテイア情報提供

・ 施設職員ボランテイア交流会・研修会の開催

  ⑥ ボランテイア保険取扱業務

  ⑦ 調査・研究活動

  ⑧ ボランティアセンター運営委員会の開催（２回）

  ⑨ 夏のボランティア体験プログラムの実施（７月～９月）

３）有償協力員派遣事業（にじの会）

高齢者、障がい者などの利用会員に対し、協力会員が日常の家事援

助などを行います。

① 利用・協力会員間の需給調整（目標年間活動回数 １，６００回）

② 広報啓発活動の充実強化

     ・ にじの会だよりの発行、パンフレット配布
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  ③ 会員向け研修会・交流会の開催

・ 家事援助活動の基本、福祉制度の研修、会員交流会等

④ 有償協力員運営委員会の開催（１回）

  

４）ファミリー・サポート・センター事業

支援の必要な育児中の依頼会員に対し、援助会員が子どもの預かり

などの支援を行います。

  ① 相互援助活動の調整（目標年間活動回数 １，５００回）

  ② 育児支援のための講習会および会員交流会の開催

    ・ 基礎講習会（４回）

    ・ 救命救急講習会（２回）

・ 会員交流会（１回）

  ③ 広報啓発活動

    ・ ＦＡＭＩＬＹ ＳＵＰＰＯＲＴ通信の発行（２回）

・ パンフレットの配布（関係機関・団体および乳幼児健診で配布）

    ・ 社協広報および市広報への情報提供

④ 会員数の増強（目標会員数 ９４０人）

・ 依頼会員 ６５０人

・ 援助会員 ２２０人

・ 両方会員  ７０人

５）日常生活自立支援事業

認知症、知的障がい、精神障がいなど、自分で判断する能力が低下

した方々への福祉サービス利用援助や日常の金銭管理などを行いま

す。

  ① 福祉サービスの利用援助、日常の金銭管理サービス、書類等の預か

りサービスの実施

  ② 広報啓発活動の実施

    ･ 関係機関・団体への情報提供

  ③ 成年後見制度の利用支援

  ④ 権利擁護センター設立についての検討
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６）福祉教育の推進

子どもたちをはじめとした、地域住民への福祉意識向上を進めます。

① 小・中・高校等の福祉教育への支援

    ・ 授業の内容相談

    ・ 福祉授業講師の調整

    ・ 車いす・点字板等の福祉機器貸出

  ② 福祉教育実践者の育成

    ・ 教職員福祉教育研修会の開催

  ③ 地域住民を対象とした福祉教育の推進

    ・地域住民を対象とした福祉研修会などの開催支援

７）コミュニテイ・ソーシャル・ワーカー(ＣＳＷ）配置事業の実施

身近な地域において、高齢者、障がい者、子育て中の親など支援を

必要としている方に対して、「見守り」「発見」「相談」「サービスへの

つなぎ」などを行います。

① ＣＳＷを４圏域に配置（４人）

② セーフテイネット体制づくり

③ 要援護者等に対する見守り・相談

④ 居場所「つむぎ」の開催（１１回）

⑤ ＣＳＷ連絡会の定期開催

８）当事者組織の支援

当事者組織活動支援についての調査研究

９）生活福祉資金貸付事業

低所得者、高齢者、障がい者、失業者の世帯（教育支援及び一部の

福祉貸付に関しては生活保護世帯も含む。）を対象に、安定した生活が

送れるようにする事を目的とした資金貸付の相談・申請窓口を行いま

す。

    ・ 大阪府生活福祉資金貸付事業の相談・申請窓口

    ・ 貸付決定後の借受人等に対する見守り・相談
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10）関係機関・団体・施設とのネットワークづくり

    ・ 池田市社会福祉施設連絡会の活動支援

11）第４次池田市地域福祉活動推進計画の推進

    ・ 計画の推進と進捗管理

    ・ 地区活動計画の推進

12）災害時の体制整備

    ・ 社協災害時対応の充実

・ 災害ボランティアセンター設置・運営訓練の実施

13）生活支援体制整備事業

  ①池田市地域支え合い推進協議体委員会（第１層協議体）の開催

  ②第２層地域支え合い推進協議体委員会の運営支援

  ③地域ニーズの把握と地域資源の創出

14）地域共生社会の推進に向けた包括的支援体制構築事業

①多機関の協働による包括的支援体制の構築

・相談支援包括化推進会議の開催（４回）により、多職種・多機関

の相談支援機関のネットワーク化

②地域力強化の推進

・まちごと・丸ごとプロジェクトの推進

（３地区：石橋・北豊島・池田地区）

・福祉よろず相談窓口における総合相談（11 地区）

  ③狭間のニーズに対応する取り組み

    ・「ひきこもり・８０５０問題」への取り組み推進                                                                                                                             
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４．在宅福祉事業

高齢者や障がい者が、長年住みなれた地域社会で生活できるよう、池田

市より受託している在宅福祉サービスや池田市社協の運営する介護保険

事業や障がい者の総合支援事業などの在宅介護サービスをきめ細やかに

提供することにより、安心して暮らせるよう支援します。また、社協とし

て公的なサービス（介護保険・障がい者の総合支援）に取り組む事で、個

別支援と地域支援の相乗効果を生み出し、多様な展開が期待できます。

１）保健福祉事業

① 意思疎通支援事業

聴覚や音声・言語機能に障がいのある方で、公共機関に行くなど

の日常生活のうえで必要な外出や、講演会や研修会などの各種行事

に参加する場合に専門職のコーディネーターが相談を受け、手話通

訳者や筆記通訳者を派遣し、日常生活や社会参加を支援します。

派遣回数 ２００回
手話通訳 １２０回

筆記通訳 ８０回

② 紙おむつ給付事業

在宅で常時紙おむつを使用されている高齢者に紙おむつの給付

券を支給し、経済的な負担を軽減します。

対  象 対 象 者 数 延 人 数

高 齢 者 ６５人 ７８０人

③介護保険・障がい者総合支援以外のホームヘルパー派遣事業

地域で暮らし、介護保険・障がい者総合支援等の制度になじまな

い支援を必要とする方にホームヘルパーを派遣します。

名 称 対象者数 派遣延回数

さわやかホームサービス     ５人 ５０回
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２）介護保険事業

  ① 地域包括支援センター事業

高齢者が尊厳を保ちながら住み慣れた地域で自立した生活がお

くれるよう、介護保険マネジメント業務、権利擁護業務、総合相談

支援業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務及び指定介護

予防支援業務を行います。

また、高齢者個人に対する支援の充実を図るとともに、それを支

える社会基盤の整備が図られるよう、多職種連携や地域住民の協力

のもと、地域包括ケアシステムの構築に取り組んでいきます。

名   称 対象者数 利用延件数

介護予防支援 １１２人 １，０８０件

介護予防ケアマネジメント １３８人 １，２００件

合 計 ２５０人 ２，２８０件

名  称 利用延件数

総 合 相 談     ６６０件

  ② 居宅介護支援事業（ケアマネジャーによるケアプラン作成）

  ③ 訪問介護事業（ホームヘルパーの派遣）

居宅介護支援事業（ケアプランの作成）と訪問介護事業（ホーム

ヘルパーの派遣）については、法令遵守、良質な介護サービスの提

供及び事業経営の効率化を心がけ、引き続き在宅福祉の向上に努め

ます。

   ◎居宅介護支援事業（ケアプランの作成）

名  称 対象者数 利用延件数

ケアプラン作成 ４０人 ３８０件

介護予防支援 １０人 ８０件

介護予防ケアマネジメント １０人 ８０件

名    称 対象者数

介護認定調査 ２４人
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   ◎訪問介護事業（ホームヘルパーの派遣）

名  称 対象者数 利用延回数

訪 問 介 護 ２５人 ２，７６０回

訪問型サービス ２５人 １，６８０回

合 計 ５０人 ４，４４０回

３）障がい者総合支援事業

（障がい者地域生活支援センター事業）

①池田市障がい者地域生活支援センター

障害のある方々の福祉に関する様々な問題について相談に応じ、必

要な情報提供や支援、虐待防止、権利擁護のための必要な支援を専門

的、総合的に行います。

②特定計画相談支援事業

   障がいのある方々からの相談を受けて、日常生活での問題解決や福

祉サービスを適切に利用する計画を作成し、継続的に支援、モニタリ

ング（状況確認）を行い、市、事業所等との連絡調整を行います。

    

総合相談件数 １,０００件

   

名  称 対象者 利用延件数

特定計画相談   ７０人   １００件

（ホームヘルパー等の派遣事業）

身体障がい者（児）・知的障がい者（児）・精神障がい者（児）及び

難病の方々が地域で自立した日常生活・社会生活を営むことができる

よう、池田市、池田保健所及び民間事業所等の各機関と連携し、総合

支援法によるホームヘルパー、ガイドヘルパー派遣を通して日常生活

の支援や社会参加の促進等一層の自立支援に努めます。

① 居宅介護  （ホームヘルパー派遣）

② 同行援護  （ガイドヘルパー派遣）
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③ 移動支援  （ガイドヘルパー派遣）

  

名  称 対象者数 利用延回数

居 宅 介 護 ３５人 ３，９６０回

同 行 援 護 １１人   １，３２０回

移 動 支 援 ８人 ３００回

合 計 ５４人 ５，５８０回

    

５．その他の活動等

１）広報啓発活動

① 広報紙「いけだの社協」発行（年４回、市内全戸配布）

  ・ 広報委員会による紙面づくり

② ホームページによる情報提供

③ 市広報への広報依頼

２）自主財源の確保

① 会員会費の増強による自主財源の確保

（目標金額 ６，３２３，０００円）

② 「喫茶パーラーいけだ」の収益性向上

・より一層のサービスの質の向上

・「喫茶パーラーいけだ」のＰＲ増強

③ 寄附金の確保

    ・税額控除団体として承認されたことを引き続きＰＲし寄附金の

確保に努めます。
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３）各種団体との連携強化

  ① 池田地区募金会（共同募金、歳末たすけあい募金）

② 日本赤十字社大阪府支部池田市地区、池田市赤十字奉仕団

③ 池田市献血推進協議会

4）地域福祉の情報発信基地としての保健福祉総合センター体制整備

   平成２９年４月より、池田市保健福祉総合センターの指定管理者に

指定されました。それに伴い、今まで以上に誰もが安心して利用でき

る地域福祉活動の拠点となるよう、地域住民がお互い認め合い、つな

がり、支えあうことができる、地域に開かれ、賑わいのある事業運営

に努めるとともに、来館者増員と周知のための市民向けの講習会等の

イベントを定期的に実施します。また、管理運営マニュアルの改訂等

によりセンターの管理運営のさらなる強化に努めます。


